
キャリア教育推進事業 

広島県 CMS（特殊サブサイト）ウェブサイトデザイン等作成業務企画提案書作成要領 

 
この要領は、キャリア教育推進事業広島県 CMS（特殊サブサイト）ウェブサイトデザイン等作成業

務を委託するに当たり、総合的な審査により受託者を選定することを目的とし、提案書を作成するた

めに必要な事項を定めるものである。 
プロポーザル参加者は、本業務の公告、公募型プロポーザル説明書及び仕様書を確認の上、この作

成要領により、必要な書類を提出するものとする。 
 
１　提案方法 

 (1)　提案内容 

　提出された書類に基づいて評価を行い、記載内容に応じて採点するため、提案内容、提案理由

などを具体的に、かつ本県の要求を実現できる提案を、余すことなく記述すること。 

　提案内容は、全て実現できるものとし、根拠も含めてできる限り具体的であること。 

　定量的に表すことが可能な場合は、その数値をできる限り記載すること。 

 (2)　提出書類 

　審査に必要な書類として、次の書類を提出すること。 

・提案書（添付書類も含む）の電子データ 

　　　・見積書（任意様式）の電子データ 

　　　なお、電子データについては、下記メールアドレスに送付すること。ただし、メールによる送

付が不可能な場合は、「４　問合せ先」に連絡し、指示を受けること。 

・電子メールの宛て先：gimushidou@pref.hiroshima.lg.jp 

また、送付の際の件名は、次のとおりとすること。 

・件名：【会社名】公募型プロポーザル企画提案書 
 
２　提案書の作成について 

 (1)　規格等 

ア　提案書はＡ４版とし、横置き、日本語で横書き（横綴じ）とすること。 

ただし、図表等の表現の都合上、用紙及び記述の方法を一部変更することは差し支えないも

のとする。 

イ　文字の大きさは、注釈等を除き、原則として 11pt 以上を使用すること。 

ウ　使用するフォント及びページデザインについては特に指定しない。 

エ　多色刷りは可とするが、評価等のためにモノクロ複写・印刷する場合でも見易くなるように

配慮すること。 

オ　審査の公正を期すため、提案書及び見積書には、会社名、代表者名、住所、ロゴマークな

ど、プロポーザル参加者を特定できる表示を付してはならない。 

　なお、業務実施スタッフ体制図等には、プロポーザル参加者名を「当社」と記載すること。 



カ　ページ番号は目次を除き通し番号とし、ページ番号は各ページの下部中央に印字すること。 

(2)　提案書 

仕様書及び評価基準を参考の上、次の事項について記載した企画提案書を１者１案作成するこ

と。 

ア　業務の実施方針  

〇本業務の目的、事業内容を十分理解した上で、企画提案における実施方針（基本的な考え

方、業務のポイント等）を記載すること。 

イ　業務の具体的内容  

　　(ｱ)　サイト名称 

　　「仕様書５　サイト名称」に基づき、次の内容を具体的に記載すること。 

　　  〇サイト名称の案 

　　　〇案のねらい、コンセプト 

(ｲ)　トップページ及び企業情報検索ページ 

「仕様書６ 委託業務の内容（２）」に基づき、次の内容を具体的に記載すること。  

〇トップページ及び企業情報検索ページのデザイン案（PC 版及びスマートフォン版） 

〇トップページ及び企業情報検索ページのデザイン案のねらい、コンセプト、構成 

〇トップページ：視覚的に見やすくするための工夫、効果的に情報発信するための工夫 

〇企業情報検索ページ：利用者（教職員・児童生徒等）にとって検索しやすい UIである

こと。 

(ｳ)　広報素材デザイン 

「仕様書６ 委託業務内容（３）」に基づき、次の内容を具体的に記載すること。  

〇サイト紹介チラシ（利用者（教職員・児童生徒等）向け）のデザイン案 

〇デザイン案のねらい、コンセプト、構成 

〇効果的に情報発信するための工夫 

ウ　スケジュール  

本業務を行う上で、企画提案に即した実施スケジュールを記載すること。  

エ　実施体制 

業務を実施する実施体制（責任者、人員配置、役割分担、工程、発注者との連携体制等）を

記載すること。 

オ　類似業務実績 

本業務と同様の業務を行っていれば、その実績（同様の業務の実施年度、業務名、業務概

要、発注者等）を簡潔に記載すること。 

(3)　見積書について 

ア　見積書の様式は任意様式とし、宛名を広島県教育委員会教育長宛てとすること。 

イ　内訳が分かるように記載すること。 

ウ　本業務に係る所要経費を全て見積もり、見積りの根拠となった所要経費の明細を明らかにす

ること。また、ウェブサイトの各ページの所要経費を明らかにすること。 



　エ　金額は消費税込みの額を記入すること。 

 

３　その他 

　提案書の作成及び提出等に係る費用は提案者の負担とする。 

　提案書等に含まれる著作物の著作権は、提案者に帰属することとする。 

　なお、提案書等の記載が、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象と

なっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負うこととする。 

 

４　問合せ先 

　　広島県教育委員会事務局学びの変革推進部義務教育指導課 

担当　池川、西 

　　電話　082-513-4974（ダイヤルイン）


